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老齢基礎年金等について

請 願 趣 旨

2024年 1月 19日 に厚生労働省は、 2024年 度の年金額を2.7%引 き上げると
発表しました。しかし、総務省が発表した 2023年 の消費者物価指数は 3.20/0と なって
います。物価の高騰から見れば年金額は実質 0.5%の 削減となります。 2023年 度も
同様に消費者物価指数が 2.5%に もかかわらず、年金額の改定は 68歳以上の受給者で
は 1.9%と なり実質 0.6%の 削減となりました。 2024年 度改定がこのまま実施さ
れれば、第二次安倍政権以降の 12年間で物価は 11.3%上 昇しているにもかかわらず
年金額の改定はわずか 3.5%で 実質 7.8%の 年金削減となります。このような相次ぐ
年金削減で高齢者の生活に深刻な影響を及ばしています。厚労省の2022年 国民生活基
礎調査によると、年金収入のみの高齢者世帯は44%で 、総所得の 8割以上が年金収入と
する高齢者世帯は 16.5%と なつています。年金は「老後の命綱」です。
年金削減と相まつて、 2019年 10月 から実施された消費税増税、医療・介護保険料
のさらなる負担増、加えて一昨年来からの急激な物価の高騰で高齢者の生活は極めて厳し

いものになつています。光熱費の節約のためにエアコン等の使用控えや、食費や医療費ま

でも節約せざるを得ず、ただでさえ体力が弱つている高齢者が食事を切 り詰め病院にかか

る回数を減らせば、まさに生死に関わる事態となります。高齢者の命と暮らしを守るため

に、物価の高騰に見合 う年金の引き上げは喫緊の課題です。

相次ぐ年金削減等により高齢者の生活保護受給者が増えてきています。厚労省の月次被

保護者調査 2023年 4月 によると生活保護受給者による高齢者の割合は 55,60/0に もな
つています。老後の保障は生活保護ではなく年金制度でなければなりません。若者も高齢

者も安心・信頼の年金制度の確立が急がれます。

年金はほとんどが消費に回ります。厚労省の資料によると堺市民の年金受給額は約 3,

216億 円 (市町村別給付状況表 2023年 3月 末、共済年金除く)と なつています。 2
023年 度は0.6%の 削減だつたために市民全体で約 19億円の収入減となりました。
この分が消費されず地域経済を後退させることになります。また、税や保険料収入にも影

響し市財政を圧迫することも考えられます。

以上のような状況からして年金の改善は喫緊の課題です。高齢者を始め年金受給者の命

と暮らし、営業を守るとともに、地域経済を活性化させ、地方自治体の財政健企化のため

に物価の高騰に見合 う年金改定が必要です。

ついては、貴議会において地方自治法第 99条に基づき下記事項に関わる意見書を総理

大臣はじめ関係大臣に提出されるよう請願 します。

請 願 事 項

物価の高騰に見合 う老齢基礎年金等の支給額の改善を行うこと。
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